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平成 25 年 12 月 27  日 
各    位 

Ｔ Ａ Ｃ 株 式 会 社

代 表 者 代表取締役社長 斎 藤 博 明

(コード番号  ４３１９  東証第一部) 

問 合 せ 先 執行役員 IR 室長 鎌 田 浩 嗣

電 話 番 号 ０ ３ － ５ ２ ７ ６ － ８ ９ １ ３
 

第三者割当による自己株式の処分に関するお知らせ 

 
当社は、平成 25 年 12 月 27 日の取締役会において、以下のとおり、第三者割当による自己株式の処

分を行うことについて決議しましたので、お知らせいたします。 
 
１．処分要領 

(1) 処 分 期 日 平成 26 年 1 月 31 日 
(2) 処 分 株 式 数 269,100 株 
(3) 処 分 価 額 1 株につき 360 円 
(4) 処 分 価 額 の 総 額 96,876,000 円 
(5) 募集又は処分方法 第三者割当による処分 
(6) 処 分 先 株式会社増進会出版社（以下、「増進会出版社」という。） 
(7) 処分後の自己株式 68 株 
 
２．処分の目的及び理由 

増進会出版社と当社は、両社それぞれが強みとするコンテンツ開発力およびサービスをさらに進化

させ新たなソリューションをお客様に提供することにより、高い専門性と、知性・感性を兼ね備えた

次世代を担う人材の育成を実現するべく実施する資本提携の一環として、増進会出版社を処分先とす

る第三者割当の方法により自己株式を処分いたします。 
なお、資本・業務提携の詳細につきましては、平成 25 年 12 月 27 日付「株式会社増進会出版社と

の資本・業務提携のお知らせ」をご参照ください。 
 
３．調達する資金の額、使途及び支出予定時期 

(1) 調達する資金の額 
① 払 込 金 額 の 総 額 96,876,000 円 
② 発行諸費用の概算額 0 円 
③ 差 引 手 取 概 算 額 96,876,000 円 
 

(2) 調達する資金の具体的な使途 
本自己株式の処分については、処分予定先との関係強化を目的とするものであり、調達した資金

は 2014 年 2 月 28 日を目途に、増進会出版社グループにおいて、大学生・社会人教育事業を営む

株式会社 Z 会 CA 株式の取得代金に充当します（取得価額は未定）。金額が確定次第、お知らせい

たします。なお、余剰が生じた場合には当社の運転資金に充当いたします。 
 

４．資金使途の合理性に関する考え方 

本自己株式処分により調達する資金を株式会社 Z 会 CA の株式取得に充当することにより、増進会

出版社と当社の取引関係を強化することが、当社の事業基盤の安定及び業績の拡大につながると考え

られ、当該資金の使途には合理性があるものと考えております。 
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５．処分条件等の合理性 

(1) 払込金額の算定根拠及びその具体的内容 
本自己株式処分の価額につきましては、当社普通株式が上場されており、最近の株価推移に鑑み、

また恣意性を排除した価額とするため、当社普通株式の市場価格を基礎としました。 
その結果、本自己株式処分にかかる取締役会決議の前日（平成 25 年 12 月 26 日）の株式会社

東京証券取引所における当社株式の終値 360 円としております。 
当該処分価額 360 円は、処分決議日の前営業日から直前１ヶ月(平成 25 年 11 月 27 日から平成

25 年 12 月 26 日まで)における当社株式の終値の平均株価 351 円(円位未満切捨）からは、2.56％
のプレミアム、直前３ヶ月(平成 25 年 9 月 27 日から平成 25 年 12 月 26 日まで）における当社

株式の終値の平均株価 299 円(円位未満切捨）からは、20.25％のプレミアム、直前６ヶ月（平成

25 年 6 月 27 日から平成 25 年 12 月 26 日まで）における当社株式の終値の平均株価 257 円(円
位未満切捨）からは、39.88％のプレミアムを付した金額となっており、いずれの時期におきまし

ても、特に有利な処分価額には該当しないものと判断しております。 
(2) 処分数量及び株式の希薄化の規模が合理的であると判断した根拠 

処分数量については、当社発行済株式総数 18,504,000 株に対し 1.45％（小数点以下第三位を四

捨五入）、平成 25 年 9 月 30 日時点の議決権総数 182,320 個に対して 1.48％(小数点以下第三位を

四捨五入)と小規模なものであります。 
また、割当予定先である増進会出版社と当社の取引関係を強化することが、当社の事業基盤の安

定及び業績の拡大につながると考えられることから、当社グループの企業価値向上に資するものと

考えられます。 
従って、処分数量及び株式の希薄化の規模は合理的であると判断しております。 

 
６．処分先の選定理由等 

(1) 処分予定先の概要 
① 名 称 株式会社増進会出版社 
② 所 在 地 静岡県駿東郡長泉町下土狩字柄在家 105 番地の 17 
③ 代 表 者 の 役 職 ・ 氏 名 代表取締役社長 藤井 孝昭 
④ 事業内容 通信教育事業、首都圏及び関西圏での教室事業、出版事業、模擬試験の運営

⑤ 資本金 264,000 千円 
⑥ 設立年月日 昭和 35 年 4 月 1 日 
⑦ 発行済株式数 264,000 株 
⑧ 決算期 3 月 
⑨ 従業員数 （連結）686 名 
⑩ 主要取引先 トッパン・フォームズ株式会社、株式会社電通東日本 
⑪ 主要取引銀行 スルガ銀行、みずほ銀行 

⑫ 
大株主及び持株比率

（平成 25 年 9 月 30 日現在）

藤井 史昭 26.36％ 
澁谷 庸夫 13.40％ 
河口 陽二郎 12.27％ 
藤井 孝昭 11.83％ 

⑬ 
上場会社と当該会社

と の 間 の 関 係

資 本 関 係 現時点における該当事項はございません。 

人 的 関 係 現時点における該当事項はございません。 
取 引 関 係 現時点における該当事項はございません。 
関連当事者へ

の 該 当 状 況
現時点における該当事項はございません。 

 



 NEWS RELEASE 

- 3 - 
 

 
⑭ 会社の最近３年間の連結経営成績及び連結財政状態 

決算期（注） 平成 23 年 1 月期 平成 24 年 3 月期 平成 25 年 3 月期 
連 結 純 資 産 18,688 19,092 19,856 
連 結 総 資 産 23,075 26,077 25,890 
1 株あたり連結純資産（円） 71,058 72,595 75,973 
連 結 売 上 高 20,084 19,858 19,820 
連 結 営 業 利 益 1,908 1,558 1,616 
連 結 経 常 利 益 2,476 1,938 2,096 
連 結 当 期 純 利 益 1,481 1,095 1,333 
1 株あたり連結当期純利益（円） 5,631 4,164 5,079 
1 株 あ たり 配当金（円） 1,500 2,000 1,500 

（単位：百万円。特記しているものを除く。） 
（注）１．平成 23 年より決算期を 1 月から 3 月に変更しているため、平成 24 年 3 月期については 14

ヶ月決算となっております。 
２．当該処分先、処分先の役員及び主要株主が暴力団等とは一切関係がないことを確認しており、

その旨の確認書を株式会社東京証券取引所に提出しております。 
 

(2) 処分予定先を選定した理由 
「２．処分の目的及び理由」に記載のとおり、増進会出版社と当社の信頼関係を強固なものとす

ることで、資本・業務提携の効果をより円滑かつ確実に実現し、両社の企業価値を向上させること

を目的として処分先に増進会出版社を選定いたしました。 
 
(3) 処分先の保有方針 

当社は、割当予定先が、本自己株式処分により同社が保有する当社株式について、長期的に継続

して保有する意向であることを確認しております。 
当社は処分先である増進会出版社から払込期日（平成 26 年 1 月 31 日）から 2 年以内に本件第

三者割当により発行された当社普通株式の全部又は一部を譲渡した場合には、その内容を当社に対

し書面により報告すること、当社が当該報告内容を株式会社東京証券取引所に報告すること並びに

当該報告内容が公衆の縦覧に供されることに同意することについて確約書を取得する予定です。 
 
(4) 処分先の払込みに要する財産の存在について確認した内容 

当社は、割当予定先である増進会出版社の第 54 期（平成 24 年 4 月 1 日から平成 25 年 3 月 31
日まで）にかかる連結財務諸表を確認することにより、本自己株式処分に係る払込みに必要かつ十

分な現金及び預金を有していることを確認しており、本自己株式処分に係る払込みについて確実性

があるものと判断しております。 
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７．処分後の大株主及び持株比率 

処分前（平成 25 年 9 月 30 日現在） 処分後 
株式会社ヒロ エキスプレス 35.04% 株式会社ヒロ エキスプレス 35.04%
TAC 社員持株会 2.26% TAC 社員持株会 2.26%
斉藤 光正 1.90% 斉藤 光正 1.90%
TAC 株式会社 1.45% 株式会社増進会出版社 1.45%
日本マスタートラスト信託銀行

株式会社（信託口） 
1.39% 日本マスタートラスト信託銀行

株式会社（信託口） 
1.39%

斎藤 博明 0.89% 斎藤 博明 0.89%
斎藤 和江 0.86% 斎藤 和江 0.86%
多田 敏男 0.86% 多田 敏男 0.86%
株式会社千葉銀行 0.76% 株式会社千葉銀行 0.76%
三菱 UFJ モルガン・スタンレー

証券株式会社 
0.73% 三菱 UFJ モルガン・スタンレー

証券株式会社 
0.73%

(注)１． 平成 25 年 9 月 30 日現在の株主名簿を基準としており、持株比率は、発行済株式総数に対

する割合で算出しており、小数点以下第三位を切捨てしております。 
２．処分後の大株主及び持株比率は、平成 25 年 9 月 30 日現在の株主名簿を基準として記載し

ております。 
３．当社が保有する自己株式 269,168 株(1.45％)(平成 25 年 9 月 30 日現在)は、処分後 68 株

(0.00％)となります。 
４．処分後の株式会社増進会出版社の持株比率(1.45％)は、本自己株式処分により増進会出版社

が取得する当社株式に係る持株比率を記載しておりますが、増進会出版社は、当社との資

本・業務提携の一環として、2014 年 1 月 31 日を目途に、本自己株式処分による取得も含

め合計で当社の発行済普通株式総数の 5%を取得する予定であるとのことです。 
 
８．今後の見通し 

本自己株式処分による当社の平成 26 年 3 月期の業績に与える影響は軽微であります。 
 
９．企業行動規範上の手続きに関する事項 

本件第三者割当の希薄化率は 25％未満であり支配株主の異動を伴うものでもないことから、東京

証券取引所の定める有価証券上場規程第 432 条に定める独立第三者からの意見入手及び株主の意思

確認手続きは要しません。 
 
10．最近 3年間の業績及びエクイティ・ファイナンスの状況 

(1) 最近 3 年間の業績（連結） 
 平成 23 年 3 月期 平成 24 年 3 月期 平成 25 年 3 月期

売上高 24,575 22,578 20,999 
営業利益 466 △607 137 
経常利益 283 △531 378 
当期純利益 △244 △799 978 
1 株あたり当期純利益（円） △13.38 △43.82 53.63 
1 株あたり配当金（円） 20 ― ― 
1 株あたり純資産（円） 176.29 120.17 181.59 

（単位：百万円。特記しているものを除く。） 
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(2) 現時点における発行済株式数及び潜在株式の状況（平成 25 年 9 月 30 日現在） 

種類 株式数（株） 発行済株式数に対する比率（%）

発行済株式数 18,504,000 100.00% 
現時点の転換価額（行使価額）に

おける潜在株式数 
―株 ―% 

下限値の転換価額（行使価額）に

おける潜在株式数 
―株 ―% 

上限値の転換価額（行使価額）に

おける潜在株式数 
―株 ―% 

 
(3) 最近の株価の状況 

① 最近 3 年間の状況（単位：円） 
 平成 23 年 3 月期 平成 24 年 3 月期 平成 25 年 3 月期 

始 値 367 316 187 
高 値 386 320 268 
安 値 243 156 120 
終 値 319 187 184 

 
② 最近 6 ヶ月間の状況（単位：円） 
 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 

始 値 219 201 237 201 208 351 
高 値 225 248 238 215 393 380 
安 値 191 200 199 197 207 299 
終 値 202 236 199 208 375 369 

 
③ 発行決議日前営業日株価（単位：円） 
 平成 25 年 12 月 26 日 

始 値 348
高 値 362
安 値 344
終 値 360

 
④ 最近 3 年間のエクイティ・ファイナンスの状況 

該当事項はありません。 
 

11．処分要項 

（1） 処 分 期 日 平成 26 年 1 月 31 日 
（2） 処 分 株 式 数 269,100 株 
（3） 処 分 価 額 360 円 
（4） 処分価額の総額 96,876,000 円 
（5） 募集又は処分方法 第三者割当による処分 
（6） 処 分 予 定 先 株式会社増進会出版社 
（7） 処分後の自己株式 68 株 

 
以   上 


